
2025年今治林野火災後の山地斜面における浸透能の時間変化 

 

愛媛大学 ○近本捺姫＊１，齋藤慎之佑，竹田悠真，木村誇，廣田清治 
＊1現 林野庁四国森林管理局愛媛森林管理署 

 

1. 背景と目的 

 林野火災後の斜面では土壌の浸透能が低下し（村井，1972），その後数年間にわたり流出土砂量が増大することが報告さ

れている（石井ら，2000）。土壌の浸透能低下には複数の要因が関与しており（例えば奥村ら，1998），低下の程度や持続

期間は火災前の地表環境や火災時の燃焼強度などによって大きく異なる可能性がある。しかし，既往研究の多くは火災後 1

年以上が経過した時点での浸透能を調査しており（例えば井上ら，2004），火災後１年以内の初期段階から継続的に調査し

た研究はきわめて少ない。そこで本研究は，2025年 3月に愛媛県今治市で発生した林野火災により焼損被害を受けた山地斜

面を対象に，火災後 1年以内の期間における浸透能の時間変化を明らかにすることを目的とした。 

 

2. 調査地と調査方法 

はじめに，火災前後の衛星画像解析と現地踏査を行って焼損状況を把握し，地形・植生条件が類似した斜面から焼損度の

異なる 3地点（ここではそれぞれを重度，軽度，無被害地点とする：図-1）を選定した（図-2）。火災 2か月後と 6か月後

の 2時期に各地点で簡易散水式浸透能試験（地頭薗，2020）を行って浸透能を計測した。この際，重度および軽度地点では

地表の灰・炭化物層を残した場合と除去した場合の 2条件で，無被害地点ではリター層を残した場合と除去した場合の 2条

件で試験を行い，地表被覆物の有無による浸透能の違いを調べた。各地点の試験で最終回の散水時に得られた浸透能の値を

最終浸透能とし，同回の散水強度とともに田中・時岡（2007）が考案した散水強度-浸透能関係式に代入して最大浸透能を求

めた。さらに，各時期の無被害地点における最大浸透能を基準とした最大浸透能比を算出して，この値の推移をもとに重度

および軽度地点における火災前後約 6か月間の浸透能の時間変化を分析した。 

3．結果と考察 

現地試験の結果を表-1に示す。火災 2か月後と 6か月後に実施した計 11回の試験のうち，10回の試験で地表流の発生が

確認でき，最終浸透能を測定することができた。その値をもとに算出した最大浸透能をみると，2 か月後の時点において，

無被害地点のリター層を残した条件で 596.6 mm/h，除去した条件で 643.6 mm/hとなったのに対し，重度地点の灰・炭化物

層を残した条件では 72.4 mm/h，除去した条件では 84.0 mm/h，軽度地点の灰・炭化物層を除去した条件では 6160.0 mm/hと

なった（図-3上段）。6か月後の最大浸透能は，無被害地点のリター層を除去した条件で 729.8 mm/hとなったのに対し，重

度地点の灰・炭化物層を残した条件では 116.9 mm/h，除去した条件では 244.8 mm/h，軽度地点の灰・炭化物層を残した条件

では 411.5 mm/h，除去した条件では 258.8 mm/hとなった（図-3下段）。得られた最大浸透能の値を既往研究で報告されて

いる森林土壌の浸透能（平均258.2±90.7 mm/h：村井・岩崎，1975）と比較すると，2か月後については，軽度地点の値が

突出して高く正確な計測ができていない可能性があること，重度地点では灰・炭化物層の有無によらず通常の森林土壌と比

べて低い浸透能であることがわかった。6 か月後の時点においても，重度地点では依然として通常の森林土壌よりも浸透能

が低かったが，軽度地点の浸透能は灰・炭化物層の有無によらず通常の森林土壌と同等以上であった。重度地点，軽度地点

も火災前には無被害地点と同等の浸透能があったと仮定すると，最大浸透能比の値をもとに火災前からの浸透能低下の程度

を推測することができる。2 か月後と 6 か月後の最大浸透能比を比較すると，重度地点では，灰・炭化物層を残した条件で

図-1 現地における焼損度区分の方法 

（村井（1972）の図2をもとに作成） 

 

図-2 試験地点の位置図 

（背景には国土地理院の地理院地図・標準地図を使用） 
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0.11から 0.16に，除去した条件で 0.13から 0.34に上昇していた（表-1）。軽度地点では，2か月後の正確な値が得られな

かったものの，6か月後の段階では，灰・炭化物層を残した条件で 0.56，除去した条件で 0.35となった（表-1）。これらの

ことより，2025年 3月の林野火災で生じた浸透能低下に対して，火災後約 6か月間（2025年 4～9月）にみられた浸透能の

上昇は相対的に小さなものであり，浸透能が火災前の状態まで戻るにはさらに長い時間を要することが示された。 
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表-1 各試験地点における散水式浸透能試験結果 

＊1 時間の制約により実施せず ＊2 表面流が発生せず 

図-3 最終浸透能をもとに算出した最大浸透能の結果（各図に散水式浸透能の計測結果をプロットし、現地散水

試験で得られた最終浸透能と散水強度との関係を近似した関数式（田中・時岡，2007）を曲線で示した） 
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